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証券コード　５６９０
2021年９月10日

株　主　各　位
東京都千代田区大手町一丁目７番２号
東 京 サ ン ケ イ ビ ル １ ５ 階
リバーホールディングス株式会社

代表取締役社長執行役員 松 岡 直 人

１．日 時 2021年９月28日（火曜日）午前10時（受付開始　午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区大手町一丁目７番２号

東京サンケイビル大手町サンケイプラザ　４階　ホール
（ご来場の際は末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第14期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第14期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 会計監査人選任の件

第14期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第14期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、株主様の安全確保及び感染拡大防止のために、本
年は株主総会へのご出席をお控えいただき、極力、書面により事前の議決権行使をいただきますよう
お願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示いただき、2021年９月27日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上

◆当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
◆当日は軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承ください。
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◆株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事
項をインターネット上の当社ウェブサイト（ https://www.re-ver.co.jp/）に掲載させていただきま
す。
◆本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第15条
の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（ https://www.re-ver.co.jp/）に掲載して
おります。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」
したがいまして、本招集ご通知提供書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又
は監査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部
であります。
◆新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、本株主総会へのご出席を検討されている株主様におか
れましては、当日までの健康状態にご留意いただき、くれぐれもご無理なさいませんようお願いいた
します。また、ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方、小さなお子様をお連れの方、体
調にご不安のある方におかれましては、ご出席をお控えいただきますよう強く推奨いたします。
◆ご来場の株主様におかれましては、入場時の非接触型体温計による検温、マスク着用や手指のアル
コール消毒など、各種措置へのご協力をお願い申しあげます。
◆会場入口で非接触型体温計により検温を実施させていただいた際、体調不良と見受けられる方のご
入場をお控えいただく場合がございます。
◆感染予防を目的とし、座席数を削減しているため、満席の際には入場をお断りする場合がございま
す。
◆本株主総会の役員、運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。
◆株主総会当日にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承の
程、お願い申しあげます。
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(2020年 7月  1日から
2021年 6月30日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における国内経済は、新型コロナウイルス感染症の収束が見えないなか弱さ
が見られますが、基調としては持ち直しの動きが続いています。日銀短観・業況判断DIの
2020年9月、12月、2021年3月、6月全4回の調査において、大企業・製造業が-27(前回比
+7ポイント)、-10(前回比+17ポイント)、+5(前回比+15ポイント)、+14(前回比+9ポイン
ト)となり、右肩上がりの回復となっています。非製造業も+1と5四半期ぶりにプラスとなり
ました。宿泊や飲食といった個人消費関連は大幅なマイナスとなり、その他の需要項目と二極
化が鮮明となっています。
　2021年5月鉱工業生産指数(経済産業省2021年6月30日発表)は、世界的な半導体不足によ
る自動車減産が影響し、前月比6.5％減と3ヶ月ぶりに低下しました。業種別では、輸送機械
は弱含んでいますが、生産用機械・電子部品・デバイスは増加しています。
　民間設備投資の先行指標である、機械受注統計調査報告「船舶・電力を除く民需」(内閣府
2021年7月12日発表)の動向については、外需のほか、半導体関連の設備投資の増加により、
2021年3月は前月比3.7%増、4月は同0.6%増、5月は同7.8%増と3ヶ月連続の増加となりま
した。

  国内の業界の状況は、国内鉄鋼市場は徐々に改善が見られ、粗鋼生産も2020年7～9月は
1,898万トン(前年同期比22.7％減)、10～12月は2,199万トン(前年同期比7.0％減)、2021
年1月～3月は2,371万トン(前年同期比1.7％減)、4月～6月は2,435万トン(前年同期比
34.4%増)と回復傾向が鮮明となっています。鉄スクラップ相場は、当連結会計年度期首の
24,000円/トン(東京製鐵(株)宇都宮工場特級価格)から、コロナ禍による経済先行き不透明感
により21,500円/トンまで一時的に下落しましたが、2020年7月中旬以降は輸出価格の上昇
を受け徐々に回復し、12月は43,000円/トンまで急騰しました。2021年1月に入り、電力会
社の節電要請に応じた電炉メーカーの生産調整等で関東を中心に29,000円/トンまで一時的に
下げましたが、当連結会計年度末には49,000円/トンまで上昇しました。旺盛な海外需要及び
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カーボンニュートラルを意識した国内高炉メーカーのスクラップ需要等の影響で特に上級スク
ラップ(HS、新断等)は、今後も高値水準での推移が予想されます。

  海外の業界の状況は、2021年5月の世界粗鋼生産は前年同月比16.5％増の1億7,440万トン
と10ヶ月連続の増加となりました。このうち、中国は前年同月比6.6％増の9,945万トンと月
間過去最高を更新しており、高水準の生産が続いています。一方、(一社)日本鉄鋼連盟(2021
年4月発表の2020年度鉄鋼輸出実績概況)によると、2020年度(2020年4月～2021年3月)の
鉄鋼輸出実績(全鉄鋼ベース)は3,116万トンで、前年比12.2％減と2年ぶりの減少、普通鉄鋼
材では2,026万トンで、前年比12.8％減と2年ぶりの減少となりました。世界鉄鋼協会 World 
Steel Association (2021年4月15日発表の鉄鋼需要短期見通し)によると、2021年1月～12
月の世界鉄鋼需要は2021年の世界の鋼材需要が前年比5.8%増の18億7,400万トンになると
の見通しを発表しました。2020年10月に公表した前回予想の4.1%増から上方修正となりま
した。新型コロナウイルス感染症のワクチン接種率の増加や各国の景気対策で経済が回復し、
中国やインドなど主要消費国で需要が軒並み回復すると予想されます。

　このような経営環境のもと、当連結会計年度の業績は、売上高は36,203,595千円(前連結会
計年度比7,827,854千円の増加、前連結会計年度比27.6%増)、売上原価は28,657,274千円
(前連結会計年度比4,723,622千円の増加、前連結会計年度比19.7%増)、売上総利益は
7,546,321千円(前連結会計年度比3,104,232千円の増加、前連結会計年度比69.9%増)となり
ました。
  このうち、一般売上(金属リサイクル及び自動車リサイクル等)に係る売上数量は68.2万トン
(前連結会計年度比4.7万 トンの 減少)、 売上高 は31,273,532千円(前連結会計年度比
7,612,996千円の増加、前連結会計年度比32.2%増)、処理売上(産業廃棄物処理及び家電リサ
イクル等)に係る売上高は4,729,212千円(前連結会計年度比229,655千円の増加、前連結会計
年度比5.1%増)、その他の売上高は200,851千円(前連結会計年度比14,796千円の減少、前連
結会計年度比6.9%減)となりました。
  営業利益は3,881,310千円(前連結会計年度比2,901,083千円の増加、前連結会計年度比
296.0%増)となりました。これは、販売費及び一般管理費として3,665,010千円(前連結会計
年度比203,149千円 の 増加 、 前連結会計年度比5.9%増)、 内訳 として 、 給料及 び 手当
1,631,873千円、法定福利費308,481千円、コンサルティング費用等の支払手数料327,761
千円などが計上されたことによります。また、EBITDA(「営業利益」＋「売上原価並びに販売
費及 び 一般管理費 に 計上 される 減価償却費 」)は 、5,256,496千円(前連結会計年度比
2,821,727千円の増加、前連結会計年度比115.9%増)となりました。
  経常利益は4,131,940千円(前連結会計年度比2,850,351千円の増加、前連会計年度比
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222.4%増)となりました。これは、営業外収益として賃貸等不動産に係る固定資産賃貸料
255,451千円、持分法による投資利益82,647千円などが計上された一方、営業外費用として
支払利息37,201千円、支払手数料43,318千円、賃貸等不動産に係る固定資産賃貸費用
77,800千円などが計上されたことによります。
  なお、経常利益率(経常利益÷売上高)は11.4%(前連結会計年度比6.9ポイント上昇)となりま
した。
  税金等調整前当期純利益は4,591,646千円、親会社株主に帰属する当期純利益は3,135,248
千円となりました。これは、特別利益として中田屋(株)旧船堀工場の土地建物売却等による固
定資産売却益726,023千円が計上された一方、特別損失としてリバー(株)千葉南事業所におい
て2021年2月5日に発生した作業油噴出事故に関して隣接する企業が被った損失に対する損害
賠償金250,000千円などが計上されたことによります。
  自己資本利益率(ROE)は17.9%(前連結会計年度比10.3ポイント上昇)となりました。

  なお、当社グループは資源リサイクル事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別
の記載は省略しております。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は1,395,354千
円となりました。
イ. 当連結会計年度中に完成した主要設備

メタルリサイクル(株)　新事務所棟の建替
ロ. 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

(株)新生　破砕ラインの増設
ハ. 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

中田屋(株)旧船堀工場の土地建物売却

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度は、取引金融機関から設備投資資金として長期借入金で370,000千円調達
した一方、短期借入金2,350,000千円(純額)、長期借入金288,172千円を返済いたしました。
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区 分 第 11 期
（2018年 6月期）

第 12 期
（2019年 6月期）

第 13 期
（2020年 6月期）

第 14 期
（当連結会計年度）
（2021年 6月期）

売上高（千円） 39,285,708 36,681,516 28,375,740 36,203,595
経常利益（千円） 1,516,851 1,645,105 1,281,589 4,131,940
親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 2,264,533 1,268,597 1,217,156 3,135,248

１株当たり当期純利益
（円） 152.99 74.07 81.12 183.06

総資産（千円） 28,271,803 27,746,851 28,244,522 30,561,758
純資産（千円） 14,450,825 15,474,141 16,209,683 18,731,994
１ 株 当 た り 純 資 産
（円） 833.70 903.52 946.46 1,093.74

区 分 第 11 期
（2018年 6月期）

第 12 期
（2019年 6月期）

第 13 期
（2020年 6月期）

第 14 期
（当事業年度）

（2021年 6月期）
売上高（千円） 1,053,339 1,790,365 4,580,202 2,213,585
経常利益又は経常損失
(△)（千円） △92,692 527,879 2,961,654 394,662

当期純利益（千円） 587,564 464,581 2,967,142 414,102
１株当たり当期純利益
（円） 39.69 27.12 197.77 24.17

総資産（千円） 14,315,988 14,826,947 17,682,768 15,791,923
純資産（千円） 7,891,850 8,271,606 10,732,981 10,558,302
１ 株 当 た り 純 資 産
（円） 460.79 482.97 626.68 616.48

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１.当社は、2019年3月29日付で普通株式1株につき50株の株式分割を行っております。１株当
たり当期純利益及び1株当たり純資産につきましては、当該株式分割が第11期の期首に行わ
れたものと仮定して算定しております。

２.第13期より連結計算書類を作成しております。第11期と第12期は金融商品取引法に基づ
いて作成した連結財務諸表の数値を参考情報として記載しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）当社は、2019年3月29日付で普通株式１株につき50株の株式分割を行っております。1株当た
り当期純利益及び1株当たり純資産につきましては、当該株式分割が第11期の期首に行われたも
のと仮定して算定しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

リバー(株)　※1,2 10百万円 100.0％
・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ

サイクル
・産業廃棄物処理

メタルリサイクル(株)　※2 90 100.0

・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ
サイクル

・産業廃棄物処理
・使用済自動車の引取、解体
・中古自動車の仕入、販売

中田屋(株) 100 100.0

・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ
サイクル

・産業廃棄物処理
・使用済自動車及び廃自動販売機の処理
・家電リサイクル

サニーメタル(株) 100 100.0

・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ
サイクル

・産業廃棄物処理
・廃自動販売機の処理
・家電リサイクル

フェニックスメタル(株) 100 100.0

・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ
サイクル

・産業廃棄物処理
・使用済自動車及び廃自動販売機の処理
・家電リサイクル

NNY(株) 50 100.0
・鉄スクラップ、非鉄金属スクラップのリ

サイクル
・重液選別機による非鉄金属の選別回収
・家電リサイクル

イツモ(株) 50 100.0
・産業廃棄物収集運搬業
・一般貨物自動車運送事業及び第一種利用

運送事業

(株)新生　※2 75 100.0
・産業廃棄物処理
・機密書類処理及び製品廃棄処理並びに一

般廃棄物及び産業廃棄物収集運搬業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

※1　(株)鈴徳は2021年1月1日付でリバー(株)に商号を変更しております。
※2　リバー(株)は2021年7月1日付でメタルリサイクル(株)と(株)新生を吸収合併しております。
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③ 特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

⑷ 対処すべき課題
  2017年7月に中国は廃品輸入規制政策を取り、わが国をはじめ各国からの廃プラスチック、
古紙、雑品スクラップ(金属くず等)の輸入を禁止とした影響は今後も続くことが見込まれま
す。新型コロナウイルス感染症の影響で日本経済が停滞し、使用済自動車・建設解体くず・工
場発生くず等が減少していましたが、当連結会計年度の下期には回復しました。しかしなが
ら、新規感染者数が2万人を超える感染再拡大による経済の先行き不透明感が増しています。
  一方で、当連結会計年度は資源相場が旺盛な海外需要等により好調に推移しましたが、今後も
CO2削減に向けて、鉄・非鉄スクラップの需要は底堅く推移するものと見込んでおります。
  このような状況下、当社グループの事業である「資源リサイクル事業」は産業廃棄物を再資源
化する重要な社会インフラと認識しております。あらゆるステークホルダー及び社会の期待に
応えるため、次の3点に注力してまいります。

1. リサイクル技術の向上によるあらゆる廃棄物の再資源化
2. グループ体制の再編による収益の改善
3. 静脈産業・動脈産業・自治体との連携

  また、2021年3月18日に公表いたしました、当社と(株)タケエイとの共同持株会社設立(株式
移転)による経営統合については、2021年6月23日開催の(株)タケエイ第45期定時株主総会及
び2021年6月30日開催の当社臨時株主総会において承認されております。両社は、2021年10
月1日の共同持株会社「TREホールディングス(株)」設立に向け、着実に取り組んでおります。
その一環として、現在、新グループの新中期経営計画のとりまとめを行っております。なお、
新グループの新中期経営計画における統合効果は、当社連結業績予想には含まれておりませ
ん。
　当社と(株)タケエイとの経営統合により、社会、行政、一般のお客様に安心、安全な排出
物・廃棄物の静脈バリューチェーン「リサイクル、中間処理、廃棄物・バイオマス発電、最終
処分等の各事業の設計、構築、運営までの一貫サービス」を提供します。結果として、政府が
掲げる「2050年温室効果ガス実質ゼロ」に呼応した「高度循環型社会、脱炭素排出社会」に貢
献し、廃棄物リサイクル・処理業界をリードする世界に誇れる環境ビジネスモデル構築を目指
してまいります。
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⑸ 主要な事業内容（2021年 6月30日現在）
当社グループは持株会社制を導入しており、当社及び連結子会社8社(リバー(株)、メタルリサイ

クル(株)、中田屋(株)、サニーメタル(株)、フェニックスメタル(株)、NNY(株)、イツモ(株)、(株)
新生)、関連会社2社(メジャーヴィーナス・ジャパン(株)、HIDAKA SUZUTOKU (Thailand) 
CO., LTD.)から構成されており、資源リサイクル事業を展開しております。当社は持株会社とし
て、グループ戦略の立案・決定、グループ経営のモニタリング機能を果たすとともに、一部のグ
ループ会社への建物等の賃貸や各種サービスの提供を行っております。
　当社グループは資源リサイクル事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省
略しておりますが、当社連結子会社の主な事業は金属リサイクル事業、自動車リサイクル事業、
産業廃棄物処理事業、家電リサイクル事業、その他事業の5つに区分されます。

① 金属リサイクル事業
金属リサイクル事業は、全ての連結子会社において行っている、鉄スクラップ及び非鉄金属

スクラップ(以下、「金属スクラップ」という)を扱う当社グループの主力事業です。生産工
場、建物解体業者、自動車解体業者、地方自治体及び同業他社から仕入れた金属スクラップを
品物に応じてせん断、圧縮、破砕、選別し、金属原料として再資源化します。鉄スクラップは
製鋼原料として国内電炉メーカーのみならず、商社を通してアジアを中心とした各地に輸出さ
れリサイクル原料として幅広く利用されています。

② 自動車リサイクル事業
当社グループは、「使用済自動車の再資源化等に関する法律(通称: 自動車リサイクル法)」で

定められた「引取業」、「フロン類回収業」、「解体業」及び「破砕業」の全ての登録・許可
を取得し、使用済自動車の処理を引取からパーツの販売や破砕までワンストップで行っており
ます。

当社連結子会社のメタルリサイクル(株)では、使用済自動車の解体拠点を千葉県と埼玉県の
2ヶ所で運営し、首都圏で発生する使用済自動車の再資源化に取り組んでおります。自動車ディ
ーラー等から仕入れた使用済自動車を専門工場で解体し、エンジン・外装部品などのパーツの
ほか、エンジンオイルなどの油脂、ハーネス(配線)まで、回収して再資源化しております。

解体後の使用済自動車のボディ(カープレス)は、複合素材の金属スクラップとして再資源化さ
れます。

③ 産業廃棄物処理事業
当社グループは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(通称：廃掃法又は廃棄物処理法)」に

基づいて産業廃棄物の収集運搬と中間処分のいずれか、又は両方の事業を行っております。首
都圏14ヶ所、関西1ヶ所、東海1ヶ所で産業廃棄物の中間処分の許可を持つ事業所を運営し、使
用済の電子機器・OA機器等の多様な使用済製品の処理ニーズに対応しております。当社グルー
プは、発生元(排出者)から産業廃棄物の中間処理に係る処理料を受け取っております。
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④ 家電リサイクル事業
「エアコン」、「テレビ」、「冷蔵庫」及び「洗濯機」の4品目は、「特定家庭用機器再商品

化法(通称：家電リサイクル法)」に従って認定業者が受け入れ、リサイクル処理を行わなけれ
ばなりません。当社グループは、家電リサイクル法が施行された2001年以前から、大手家電メ
ーカーとリサイクル技術に関する共同研究を行ってまいりました。

法律の施行後も、ブラウン管から薄型テレビへの移行や、ドラム式洗濯機の出現など時代と
ともに進化する家電に対応してリサイクル技術を高めてきており、大手メーカーが共同出資し
て設立したリサイクルシステムの管理・運営会社との直接取引による対象家電製品のリサイク
ルを行っております。

当社連結子会社である中田屋(株)、サニーメタル(株)、フェニックスメタル(株)、NNY(株)の
4社は、家電リサイクル法に基づく指定引取場所及び再商品化施設として登録を受け、対象家電
製品について指定引取場所又は再商品化施設として事業を行っております。さらに、サニーメ
タル(株)とフェニックスメタル(株)の2社はリサイクルシステムの管理会社から地域管理会社と
しての指定を受けており、地域の指定引取場所の管理業務を行っております。

当社グループは、リサイクルシステムの管理会社から指定引取場所、再商品化施設及び地域
管理会社としての処理料・管理料を受け取り、集荷拠点の運営、再商品化及び地域管理事業を
行っております。

⑤ その他事業
イ. 小型家電リサイクル事業

当社は、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律(通称: 小型家電リサイクル
法)」に基づく小型家電リサイクル認定事業者として国から認定を受け、市区町村経由、又は
市民から直接回収した使用済小型電子機器を当社グループ及びグループ外のリサイクル企業に
おいてリサイクルを行っております。日本国内で資源循環を実現することを第一に考え、法律
に定める28カテゴリーに該当する使用済小型電子機器(PC、携帯電話等)を受け入れておりま
す。グループ内外の技術を活用して、破砕、選別(磁力、風力、比重、手選別等)などの処理を
行い、レアメタルを含めた多くの有用資源を回収しております。
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ロ. エコソリューション事業
当社は、特定の資源物や産業廃棄物(有害物質を含む)だけでなく、オフィス、店舗、工場、

建設現場などから排出されるあらゆる産業廃棄物の適正なリサイクルに関する仲介サービスを
提供しております。仲介サービスの提供にあたって、全国ネットワークであるマリソルネット
ワーク(注)を活用し、当社グループの主な事業展開エリアである東京都、埼玉県、神奈川県、
千葉県などの関東近郊だけではなく、全国対応を行っております。

産業廃棄物の管理を行う上では、煩雑で法的要件が求められる業務が多く発生し、産業廃棄
物処理業者の管理が重要となります。産業廃棄物処理業者の窓口業務を一元化して対応するこ
とにより、顧客の時間ロスと産業廃棄物におけるリスクを最小限に抑えることができます。
(注) マリソルネットワークとは、当社が仲介窓口となり、あらゆる廃棄物や循環資源を受入可能とする

トータルソリューションを提供するサービスのことです。このネットワークには、全国のリサイク
ル処理業者が参加しており、廃棄物の処理を希望する顧客に対し、各種許認可を有するリサイクル
処理業者を紹介しております。異なった強みを持つ処理事業者同士が有機的に協働することで、北
は北海道から南は沖縄県まで、幅広い地域で廃棄物処理サービスの提供を行っております。

本社、経営企画部、経理部、管理部 東京都千代田区

内部監査室、システム部、技術部、事業戦略部、営業推進室 東京都墨田区

リバー(株) 本社（東京都墨田区）、船橋事業所（千葉県船橋市）ほか4事業所

メタルリサイクル(株) 本社、工場（埼玉県比企郡川島町）ほか1営業所

中田屋(株) 本社（東京都千代田区）、加須工場（埼玉県加須市）ほか6工場1部門

サニーメタル(株) 本社（東京都千代田区）、大阪事業所（大阪府大阪市此花区）

フェニックスメタル(株) 本社（東京都千代田区）、市原事業所（千葉県市原市）

NNY(株) 本社（東京都千代田区）、那須事業所（栃木県大田原市）

イツモ(株) 本社（千葉県千葉市）

(株)新生 本社、工場（埼玉県比企郡滑川町）

⑹ 主要な営業所及び工場（2021年6月30日現在）
① 当社

② 子会社
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使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

42（17）名 2名減（2名増） 42歳5ヶ月 5年6ヶ月

⑺ 使用人の状況（2021年6月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況　　　　607（174）名（前連結会計年度末比2名減（8名増））
（注）１. 資源リサイクル事業の単一セグメントであるため、連結会社の従業員数の合計を記載しており

ます。
２. 従業員数は当社及び連結子会社から当社及び連結子会社外への出向者を除き、当社及び連結子

会社外から当社及び連結子会社への出向者を含む就業人員数であります。
３. 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の最近1年間の平均雇用人員であります。

なお、臨時従業員には、契約社員、派遣社員、嘱託及びパートタイマーを含んでおります。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 資源リサイクル事業の単一セグメントであるため、当社の従業員数の合計を記載しておりま
す。

２. 従業員数は当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であり
ます。

３. 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の最近1年間の平均雇用人員であります。
なお、臨時従業員には、契約社員、派遣社員、嘱託及びパートタイマーを含んでおります。

借 入 先 借 入 額

( 株 ) 三 菱 U F J 銀 行 400,000千円

( 株 ) み ず ほ 銀 行 1,220,000

( 株 ) 埼 玉 り そ な 銀 行 789,658

( 株 ) 千 葉 銀 行 750,000

( 株 ) 商 工 組 合 中 央 金 庫 745,200

( 株 ) 横 浜 銀 行 400,000

( 株 ) 三 井 住 友 銀 行 250,000

( 株 ) 群 馬 銀 行 100,000

⑻ 主要な借入先の状況（2021年 6月30日現在）

（注）企業集団の主要な借入先として、当社の借入先の状況を記載しております。
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⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
（(株)タケエイとの共同持株会社設立による経営統合について）
　当社と(株)タケエイは、共同持株会社設立（株式移転）による経営統合について2021年5月14
日に統合契約を締結し、同日、株式移転計画書を作成いたしました。株式移転計画書は、2021
年6月23日開催の(株)タケエイ第45期定時株主総会及び2021年6月30日開催の当社臨時株主総
会において承認されております。当社と(株)タケエイは、2021年10月1日をもって両社の完全親
会社となる「TREホールディングス(株)」設立に向け、着実に取り組んでおります。

－ 13 －



① 発行可能株式総数 40,000,000株

② 発行済株式の総数 17,126,500株

③ 株主数 7,183名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
ベ 　 　 ス 　 　 テ 　 　 ラ 　 　 ( 株 ) 2,570,300株 15.01％

鈴 木 　 徹 1,050,000 6.13

リ バ ー グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 1,016,367 5.93

鈴 木 孝 雄 1,000,000 5.84

東 　 　 京 　 　 鐵 　 　 鋼 　 　 ( 株 ) 513,800 3.00

中 田 光 一 410,600 2.40

鈴 木 雄 二 370,050 2.16

佐 々 木 　 規 　 夫 330,000 1.93

鎌 田 英 彦 291,500 1.70

S M B C 　 日 　 興 　 証 　 券 　 ( 株 ) 271,800 1.59

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2021年 6月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１. 自己株式は保有しておりません。
２. 持株比率は、小数点以下第3位を四捨五入しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

⑵ 新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 14 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 鈴 木 孝 雄 ベステラ(株) 社外取締役

代表取締役社長執行役員 松 岡 直 人

取 締 役 執 行 役 員 中 田 光 一 HIDAKA SUZUTOKU (Thailand) CO., LTD. Director

取 締 役 井 上 利 夫

取 締 役 戸 田 博 史 郵船ロジスティクス(株) 社外取締役
日本年金機構 理事

取 締 役 吉 野 佳 秀 ベステラ(株) 代表取締役会長

常 勤 監 査 役 森 　 健 一 リバー(株) 監査役

監 査 役 大 　 村 　 扶 美 枝 新堂・松村法律事務所 代表弁護士
カーリットホールディングス(株) 社外取締役

監 査 役 大 嵜 康 弘 大嵜法律事務所 代表弁護士

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2021年6月30日現在）

（注）１. 取締役井上利夫氏、取締役戸田博史氏及び取締役吉野佳秀氏は、社外取締役であります。
２. 監査役大村扶美枝氏及び監査役大嵜康弘氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役森健一氏は、当社において執行役員を経験し、また当社システム部部長としての長年の勤

務経験を有しており、当社事業に対する深い知見及び財務及び会計に関する知見を有しています。
４. 2020年9月29日開催の第13期定時株主総会において吉野佳秀氏が取締役に、森健一氏が監査役に新

たに選任され、それぞれ就任いたしました。
５. 2020年9月29日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって、社外監査役岩田定廣氏は辞任いたし

ました。
６. 当社は、社外取締役井上利夫氏及び社外取締役戸田博史氏並びに社外監査役の全員を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が規定する額としております。
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③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険(D＆O保険)契約を締結しております。当該保険契約は、被保険者がその職務の
執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの
ある損害を填補することとしており、保険料は全額会社が負担しております。法令違反の認識
がある行為等に起因する損害は当該保険契約により填補されません。

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年2月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
かかる決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容
の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合している
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。監査役は監査
役会において、協議により監査役の個人別の報酬を決定しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容の概要は次のとおりです。
ａ．報酬の基本方針

取締役の報酬は、固定の基本報酬と変動の業績連動報酬で構成されており、その報酬
は、株主総会で承認された限度額の範囲内で決定します。取締役の報酬の客観性と透明
性を確保するため、社外取締役を過半数の委員とする報酬委員会を設置しております。
報酬委員会では取締役の報酬の方針及び金額について決定することとしております。な
お、社外取締役の報酬は、業績連動報酬を設けず、固定額の基本報酬のみで構成しま
す。報酬水準については、外部専門機関の調査データ等を勘案して決定します。

ｂ．基本報酬
基本報酬は、役位、職責、在籍年数に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給与の水

準も考慮して定められた月例の固定額としております。
ｃ．業績連動報酬

業績連動報酬は当社グループ連結業績及び個別業績によって定められます。
業績連動報酬に係る指標として、EBITDAを採用しております。当該指標を採用した

理由として、EBITDAは、設備投資による減価償却費の増加など短期的な影響を受け
ず、一過性の特別損益などを除く財務数値であることから、持続的な成長のための業績
指標として適切と判断したためであります。当該業績連動報酬の額の決定方法は、連結
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役員区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
(うち、社外取締役)

181,380
(12,000)

93,900
(12,000)

87,480
(   － )

－
(  － )

5
( 2 )

監査役
(うち、社外監査役)

19,692
(11,250)

19,692
(11,250)

－
(   － )

－
(  － )

4
( 3 )

合計
(うち、社外役員)

201,072
(23,250)

113,592
(23,250)

87,480
(   － )

－
(  － )

9
( 5 )

会計年度のEBITDAの計画達成率に基づき算定した金額に業績への寄与度、貢献度等も
加味して総合的に行います。また、支給時期は、一定の時期に支給いたします。

ｄ．非金銭報酬等に関する方針
該当事項はありません。

ｅ．報酬等の割合に関する方針
基本報酬と業績連動報酬の支給割合については、概ね6：4を目安として決定するこ

ととしております。
ｆ．報酬等の決定の委任に関する事項

取締役会は、代表取締役会長である鈴木孝雄氏、社外取締役である井上利夫氏及び社外
取締役である戸田博史氏で構成される報酬委員会に対し、各取締役の基本報酬の額及び社
外取締役を除く各取締役の業績連報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、
当社及び当社グループ全体の業績等を勘案しつつ、客観性と透明性をもって各取締役にお
ける適切な報酬額を決定するには、社外取締役の過半数で構成される報酬委員会が適して
いると判断したためであります。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

 （注）1．上記には、2020年9月29日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって退任した社外監査役1名を
含んでおります。

2．業績連動報酬等にかかる業績指標はEBITDAであり、当連結会計年度の業績連動報酬については、
EBITDA 5,256,496千円に基づき貢献度等を考慮して、87,480千円と決定しております。

3．取締役の報酬限度額は、2017年3月23日開催の臨時株主総会において、年額300,000千円以内と決
議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、5名(うち、社外取締役は2名)で
す。
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4．監査役の報酬限度額は、2017年3月23日開催の臨時株主総会において、年額50,000千円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、2名です。

5．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額87,480千円(社内取締役3名に
対し87,480千円)が含まれております。

ハ.　当事業年度に支払った役員退職慰労金
　当社は、2018年9月28日開催の第11期定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査
役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査
役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏
の退任時に贈呈することを決議いたしております。
　これに基づき、当事業年度中に退任した監査役1名に対し637千円の役員退職慰労金を支
給しております。

ニ.　社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の総額
　 該当事項はありません。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役戸田博史氏は、郵船ロジスティクス(株)の社外取締役及び日本年金機構の理事であ
ります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役吉野佳秀氏は、当社の大株主であるベステラ(株)の代表取締役会長であります。
・監査役大村扶美枝氏は、新堂・松村法律事務所の代表弁護士及びカーリットホールディン

グス(株)の社外取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
・監査役大嵜康弘氏は、大嵜法律事務所の代表弁護士であります。当社と兼職先との間には

特別の関係はありません。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務
の 概 要

社外取締役 井 上 利 夫

当事業年度に開催された取締役会全16回の全てに出席いたしまし
た。井上利夫氏は、社外取締役に就任以降、経営者としての豊富な
知見に基づき、取締役会における安全、コンプライアンス等に関す
る積極的な発言を中心に、経営の監督と経営全般への助言など社外
取締役に求められる役割、責務を十分に果たしております。また、
当事業年度に開催された全ての報酬委員会に出席し、取締役の報酬
の審議では適宜必要な発言を行いました。

社外取締役 戸 田 博 史

当事業年度に開催された取締役会全16回の全てに出席いたしまし
た。戸田博史氏は、社外取締役に就任以降、上場企業の経営者とし
ての豊富な知見に基づき、取締役会における資本市場やコーポレー
ト・ガバナンスに関する積極的な発言を中心に、経営の監督と経営
全般への助言など社外取締役に求められる役割、責務を十分に果た
しております。また、当事業年度に開催された全ての報酬委員会に
出席し、取締役の報酬の審議では適宜必要な発言を行いました。

社外取締役 吉 野 佳 秀

2020年９月29日就任以降開催された取締役会全11回の全てに出席
いたしました。社外取締役に就任以降、上場企業の経営者としての
豊富な知見に基づき、取締役会における各種経営課題に関する積極
的な発言を中心に経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に
求められる役割、責務を十分に果たしております。

社外監査役 大　村　扶美枝

当該事業年度に開催された取締役会全16回及び監査役会全13回の
全てに出席し、企業法務に係る豊富な経験や知識及び弁護士として
の専門的見地から、取締役会において、取締役の業務執行に関して
発言を行っております。また、監査役会において、当社のコンプラ
イアンス体制及び内部監査等について、適宜、必要な発言を行って
おります。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務
の 概 要

社外監査役 大 嵜 康 弘

当該事業年度に開催された取締役会全16回及び監査役会全13回の
全てに出席し、国家公務員(法律を専門)としての豊富な経験や知識
及び弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役の
業務執行に関して発言を行っております。また、監査役会におい
て、当社のコンプライアンス体制等について、適宜、必要な発言を
行っております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48,000

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度
の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第1項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制、その他の業務の適正を確保するための体制」(いわゆる「内部統
制システムの基本方針」)について、取締役会で定め、当社及びその子会社から成る企業集団(以
下「当社グループ」という。)において社会的要請に的確に応えるとともに、継続的改善を図っ
ております。
① 当社グループにおける取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制並びに業務の適正を確保するための体制
・当社は、当社グループの取締役及び従業員が法令を遵守し、社会的良識を持って行動し企業
価値向上を目的とし「グループ経営方針」及び「グループ行動規範」を制定し、周知徹底に
努めています。

・当社は、当社グループにおける財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制
を整備、運用、評価して業務の充実を図っております。

・当社は、独立性の高い社外取締役を複数選任し、取締役の職務の執行に対する取締役会の監
督機能を高めております。

・当社グループは、役職員の職務権限を定め管理層の権限を明確にしております。
・当社グループは、職務分掌・決裁権限に基づき業務分担・権限を明確にしております。
・当社は、当社グループの予算編成、実績管理をはじめとする経理の管理を行っております。
・当社は、「関係会社運営規程」に基づき、当社グループ各社に対する経営を主管する部門、
事業を管理する部署を定め、当該部門、部署により当社グループ各社を管理しております。

・当社は、当社グループ各社から業務遂行状況等の報告を受け、必要に応じ指導、助言又は協
議を行っております。

・当社の内部監査室は、当社グループの内部監査を実施しております。
・当社グループは、「コンプライアンス基本方針」及び「コンプライアンス規程」に基づきコ
ンプライアンス体制の整備を図っております。

・当社は、当社グループのコンプライアンスに関する重要事項の協議及び体制整備を行うた
め、コンプライアンス委員会を設置しております。

・当社グループにおいて不祥事が発生した場合には、内部監査室、管理部及び顧問弁護士が中
心となり調査を行い、重要な事項については当社の取締役会に報告を行います。

・当社グループは、当社管理部のほか、社外の第三者機関を窓口とする内部通報制度を設置し
ております。
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② 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社グループは、「取締役会規程」に基づき取締役会議事録を作成、保存、管理しておりま
す。

・当社グループは、「文書管理規程」に基づき決裁申請に関する情報を保存、管理しておりま
す。

・当社は、株主をはじめ広く社会とコミュニケーションを行い、適時に企業情報を積極的かつ
公平に開示しております。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、「緊急事態対策規程」に基づき、緊急事態発生時の基本方針を明示しております。
・当社は、緊急事態発生時には危機管理委員会を設置し、全社的な危機管理体制の構築及び危
機管理を行っております。

・当社は、「緊急事態対策規程」及び「リスク管理規程」に基づき、当社グループにおける日
常の準備、危機発生時の基本方針を明示しております。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、当社グループにおける取締役の職務の効率化を推進する体制を整備しております。
・当社グループは、経営職位の職務権限を定めると共に、取締役会決議により担当業務及び使
用人職務を定め取締役間の業務分担を明確にしております。

・当社は、執行役員を設置し、経営の意思決定と業務執行機能を分離すると共に、それぞれの
機能を高め業務執行の迅速化を図っております。

・当社グループは、取締役の意思決定に基づく職務の執行の効率化を推進するため「組織規
程」に基づき部門長の業務分担及び権限を明確にしております。

・当社グループは、社内取締役、監査役、執行役員、部長等で構成される経営会議を編成し、
取締役会決議事項のうち予め協議を必要とする事項や、業務執行上の重要な意思決定に関す
る協議を行っております。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指
示の実効性の確保に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人(以下「使用人」という。)は、監査役の求めに応じて配置
しております。なお、監査役と内部監査部門との緊密な連携等、適格な体制を構築しており
ます。
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・使用人の人事(考課、異動)については、監査役の意見を尊重して行うものとし、取締役から
の独立性を確保しております。

・使用人は、監査役の職務を補助するに際しては、もっぱら監査役の指揮命令に従うものとし
ております。

⑥ 取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこ
れらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

・当社グループの取締役、監査役及び使用人は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を発見したときは、当該事実を直ちに、所定の部門を通じて監査役に報告しておりま
す。

・当社の監査役は社内重要会議をはじめ全ての会議に出席できることとしております。
・社内の決裁申請等重要な意思決定に関わる書類を当社の監査役又は監査役会に回付しており
ます。

・当社グループは各社で生じた重要事項やクレーム情報が監査役に報告できる体制を構築して
おります。

⑦ 上記⑥の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確
保するための体制
・当社グループは内部通報窓口又は監査役への報告を行ったことを理由として、報告者に対す
る不利な取扱を行うことを社内規程において禁⽌しております。

⑧ 当社の監査役の職務の執行について生じる費用の処理に係る方針に関する事項
・監査役はその職務の執行に関する費用計画を策定することとしております。ただし、監査役
がその職務の執行について、当社に、会社法第388条に基づき費用の前払い等の請求をした
ときは、速やかに処理することとしております。

⑨ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は内部監査室と意思疎通及び情報の交換がなされるように努めることとしておりま
す。

・監査役は代表取締役、取締役、社外取締役、執行役員、監査法人等との意見交換を適宜行
い、経営上の重要情報を監査役が知得できる体制を充実させることとしております。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、継続的に経営上の新たなリスクを検討し、必要に応じて社内の諸規程、業務、組織及

び人員配置を見直す等、業務の適正を確保するための体制について実効性を向上させておりま
す。また、その運用状況については取締役会に報告しております。
当期における、業務の適正を確保するための体制についての運用状況の主な内容は以下のとお

りです。
① 業務執行の効率性の向上に関する取組
・経営会議をはじめとした全社会議体の設置及び定期的な開催や執行役員の選任を通じ、業務
執行の効率性向上と迅速化を図りました。

・取締役会をはじめ全社会議において当社グループの経営計画の遂行状況を報告すると共に経
営上の課題及びその対策につき審議し適切な指導、助言等を行いました。

・当社取締役又は当社グループの使用人に子会社の取締役を兼務させ、当該子会社の業務の効
率性向上促進と監視、監督に努めました。

・「関係会社運営規程」に基づき、子会社等から定期的に報告を受けると共に適切な指導、助
言等を行いました。

② コンプライアンスに関する取組
・2018年10月に制定した「業務の適正を確保するための体制の基本方針」<内部統制委員会
運営細則>に則り、当社グループは内部統制委員会に４つの小委員会(コンプライアンス委
員会、リスク委員会、情報セキュリティ委員会、J-SOX委員会)を設置し各体制の構築、整
備を進めております。

・コンプライアンス委員会をはじめ各小委員会は定期的に開催し、内部統制委員会を四半期ご
とに開催し各小委員会の報告を受け重要事項の審議及び方針決定を行いました。

・内部通報窓口の独立性確保及び利用者の一層の利便性向上のために内部通報ホットラインの
外部通報先のほかに当社管理部総務課に、内部通報ではなく各種相談のための「相談窓口」
を設置しております。

③ 損失の危険の管理に関する取組
・リスク委員会が中心となり、「事業所別災害対策」の策定を進めました。
・「安全衛生管理規程」に基づき、安全衛生委員会は各事業所を定期巡回し作業環境をはじめ
安全衛生対策の実査を行いました。
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④ 内部監査に関する取組
・内部監査室は監査計画に基づき各社各部門及び関連会社の内部監査を実施しました。
・内部監査室は監査結果を取締役会及び全社会議体で報告しました。

⑤ 監査役会に関する取組
・常勤監査役は取締役会のほか、重要会議へ出席し業務執行状況報告を受け、意思決定過程や
内容について監査を行いました。

・常勤監査役は重要な決裁申請や会議体へ参加し合理的な判断を行っているかを確認しており
ます。また、内部監査室と会計監査人と定期的な意見交換も行いそれらの内容を監査役会に
て報告を行い非常勤監査役との連携を取っております。

⑥ 関係会社管理体制の取組
・当社グループは、グループ共通の企業理念のもと当社が直接経営管理を実施し、当社グルー
プ以外の関係会社は役員派遣、重要会議への参加、定期報告を通じ経営管理を行うことで関
係会社経営管理の一体性を確保しております。

・当社は「関係会社運営規程」に基づき、当社グループ全体に関する重要事項について各社よ
り承認申請を受けると共にこれに準じる事項について報告を受けております。

・当社は、原則毎月社長会を開催し、当社グループより定期的に報告又は必要に応じて都度、
報告を受けております。

・当社の監査役及び内部監査室は定期的に当社グループの監査を行い、業務の適正な運用及び
体制の確認を行い、その結果を取締役会にて報告しております。

４. 会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について特
に定めておりません。しかしながら、当社のみならず株主の皆様、当社のお取引先様、従業員、当
社の利害関係者において重要な事項であることから企業価値の向上を第一主義として、適宜対応し
てまいります。
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決議年月日 配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
(円)

2020年9月29日 599,427 35定時株主総会決議
2021年9月28日 599,427 35定時株主総会決議予定

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針
  当社は、株主の皆様への将来にわたる安定配当を重要課題のひとつとして認識しております。
配当政策につきましては、今後の事業展開及び財務体質の充実等を勘案のうえ、積極的に配当を
実施していく方針としており、剰余金の配当は、毎年6月末日を基準とする年1回の期末配当を行
うことを基本方針としております。
  上記方針に基づき第14期の配当につきましては、期末配当として１株につき35円としておりま
す。
  会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株
主総会の決議によらず取締役会の決議によってできる旨を定款に定めております。また、当社
は、会社法第454条第5項の規定に基づき、取締役会の決議によって中間配当を行うことができ
る旨を定款で定めております。
  内部留保資金の使途につきましては、経営体質強化と将来の事業展開に投資してまいります。

  なお、基準日が第13期及び第14期に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

12,491,111
8,765,739
2,494,737

876,407
381,916

△27,689
18,070,646
16,681,678

6,177,368
1,390,376
8,173,050

362,062
417,367
161,453
26,009

1,362,957
59,293

783,766
373,774
147,848
△1,724　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 9,708,222

買 掛 金 1,687,303
短 期 借 入 金 3,600,000
1年内返済予定の長期借入金 251,332
リ ー ス 債 務 188,820
未 払 金 1,156,107
未 払 費 用 390,912
未 払 法 人 税 等 1,435,734
賞 与 引 当 金 214,676
役 員 賞 与 引 当 金 106,080
そ の 他 677,256

固 定 負 債 2,121,541
長 期 借 入 金 1,513,292
リ ー ス 債 務 274,000
退 職 給 付 に 係 る 負 債 32,942
長 期 未 払 金 109,885
繰 延 税 金 負 債 130,467
そ の 他 60,952

負 債 合 計 11,829,763
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 18,679,980
資 本 金 1,715,000
資 本 剰 余 金 1,642,342
利 益 剰 余 金 15,322,637

その他の包括利益累計額 52,014
その他有価証券評価差額金 25,639
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14,360
為 替 換 算 調 整 勘 定 40,735

純 資 産 合 計 18,731,994
資 産 合 計 30,561,758 負 債 純 資 産 合 計 30,561,758

連 結 貸 借 対 照 表
（2021年 6月30日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2020年 7月  1日から
2021年 6月30日まで)

科 目 金 額
売 上 高 36,203,595
売 上 原 価 28,657,274
売 上 総 利 益 7,546,321
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,665,010
営 業 利 益 3,881,310
営 業 外 収 益

受 取 利 息 241
受 取 配 当 金 467
受 取 保 険 金 44,955
固 定 資 産 賃 貸 料 255,451
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 82,647
そ の 他 59,907 443,669

営 業 外 費 用
支 払 利 息 37,201
固 定 資 産 賃 貸 費 用 77,800
支 払 手 数 料 43,318
そ の 他 34,719 193,040

経 常 利 益 4,131,940
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 726,023 726,023
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 16,317
損 害 賠 償 金 250,000 266,317

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,591,646
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,638,189
法 人 税 等 調 整 額 △ 181,792 1,456,397
当 期 純 利 益 3,135,248
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,135,248

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2020年 7月  1日から
2021年 6月30日まで)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 1,715,000 1,642,342 12,786,816 16,144,158

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △599,427 △599,427

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,135,248 3,135,248

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) －

当連結会計年度変動額合計 － － 2,535,821 2,535,821

当連結会計年度末残高 1,715,000 1,642,342 15,322,637 18,679,980

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 　 　 　 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 9,370 △15,903 72,057 65,524 16,209,683

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － △599,427

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － 3,135,248

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 16,269 1,542 △31,322 △13,510 △13,510

当連結会計年度変動額合計 16,269 1,542 △31,322 △13,510 2,522,310

当連結会計年度末残高 25,639 △14,360 40,735 52,014 18,731,994

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
1年内回収予定の長期貸付金
未 収 入 金
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
権 利 金

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
敷 金
保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産　

10,697,510
2,854,837

132,912
1,421

37,346
7,593,772

83,964
16,882
71,275
7,096

△102,000
5,094,413

324,989
22,194
64,429

237,523
842

25,695
24,789

906
4,743,728

23,430
3,638,851

110
967,554
59,475
1,111
1,469

51,726　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 4,188,417

買 掛 金 106,771
短 期 借 入 金 3,700,000
1年内返済予定の長期借入金 108,404
リ ー ス 債 務 909
未 払 金 78,362
未 払 費 用 47,944
未 払 消 費 税 等 20,466
前 受 金 232
預 り 金 18,543
賞 与 引 当 金 19,302
役 員 賞 与 引 当 金 87,480

固 定 負 債 1,045,202
長 期 借 入 金 946,454
長 期 未 払 金 78,049
金 利 ス ワ ッ プ 20,698

負 債 合 計 5,233,620
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 10,559,529
資 本 金 1,715,000
資 本 剰 余 金 4,367,090

資 本 準 備 金 2,247,504
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,119,586

利 益 剰 余 金 4,477,438
利 益 準 備 金 3,795
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,473,643

繰 越 利 益 剰 余 金 4,473,643
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,226

その他有価証券評価差額金 13,134
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14,360

純 資 産 合 計 10,558,302
資 産 合 計 15,791,923 負 債 純 資 産 合 計 15,791,923

貸　借　対　照　表
（2021年 6月30日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2020年 7月  1日から
2021年 6月30日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,213,585
売 上 原 価 280,606
売 上 総 利 益 1,932,978
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,585,903
営 業 利 益 347,075
営 業 外 収 益

受 取 利 息 31,624
受 取 配 当 金 180
受 取 賃 貸 料 23,421
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 49,000
そ の 他 5,121 109,347

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,086
ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 40,000
そ の 他 3,674 61,760

経 常 利 益 394,662
税 引 前 当 期 純 利 益 394,662
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,623
法 人 税 等 調 整 額 △21,063 △19,440
当 期 純 利 益 414,102

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2020年 7月  1日から
2021年 6月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本合計
資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,715,000 2,247,504 2,119,586 4,367,090 3,795 4,658,968 4,662,764 10,744,854
当 期 変 動 額

剰余金の配当 － △ 599,427 △ 599,427 △ 599,427
当 期 純 利 益 － 414,102 414,102 414,102
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) － － －

当期変動額合計 － － － － － △ 185,325 △ 185,325 △ 185,325
当 期 末 残 高 1,715,000 2,247,504 2,119,586 4,367,090 3,795 4,473,643 4,477,438 10,559,529

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 4,030 △ 15,903 △ 11,873 10,732,981

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － △ 599,427

当 期 純 利 益 － 414,102
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 9,104 1,542 10,646 10,646

当期変動額合計 9,104 1,542 10,646 △ 174,678

当 期 末 残 高 13,134 △ 14,360 △ 1,226 10,558,302

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
２０２１年８月２７日

リバーホールディングス株式会社
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 浦 　 太 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 千 足 幸 男 ㊞

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、リバーホールディングス株式会社の
２０２０年７月１日から２０２１年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、リバーホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
２０２１年８月２７日

リバーホールディングス株式会社
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 浦 　 太 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 千 足 幸 男 ㊞

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、リバーホールディングス株式
会社の２０２０年７月１日から２０２１年６月３０日までの第１４期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、２０２０年７月１日から２０２１年６月３０日までの第１４期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針等を定め、各監査役から監査の実施状況及び監査の結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（２００５年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結
計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に
ついて検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２１年８月２７日

リバーホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 森　　　健　一 ㊞
監 査 役 大　村　扶美枝 ㊞
監 査 役 大　嵜　康　弘 ㊞

　

（注）監査役大村扶美枝及び大嵜康弘は、会社法第２条第１６号及び第３３５条第３項に定め
る社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本とし
ながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第14期の期末配当をいたしたいと存じます。

① 配当財産の種類
　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金35円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は599,427,500円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2021年9月29日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１
すず

鈴
 

　 
き

木
 

　 
たか

孝
 

　 
お

雄
(1941年９月25日)

    1968年    4 月 (株)鈴木徳五郎商店（現 リバー(株)）　入社
    1973年    4 月 同社　取締役
    1978年    7 月 同社　常務取締役
    1985年    4 月 同社　代表取締役社長
    1996年    6 月 (一社)日本鉄リサイクル工業会 会長
    2002年    1 月 メタルリサイクル(株)（現 リバー(株)）

取締役会長
    2003年    12月 中田屋(株)　代表取締役会長
    2006年    4 月 (株)鈴徳（現 リバー(株)）　代表取締役会長
    2007年    7 月 当社設立　代表取締役社長
    2013年    9 月 当社　代表取締役会長 (現任)
    2015年    12月 メジャーヴィーナス・ジャパン(株)

代表取締役会長
    2021年    4 月 ベステラ(株)　社外取締役（現任）

1,000,000株

第２号議案 取締役６名選任の件
　取締役全員(６名)は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の
選任をお願いするものであります。なお、現任の中田光一氏、井上利夫氏は本総会終結の時をもって
退任されます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所 有 す る
当社の株式数

２
まつ

松
 

　 
おか

岡
 

　 
なお

直
 

　 
と

人
(1949年４月20日)

    1972年    4 月 三菱商事(株)　入社
    1999年    4 月 上野鉄鋼(株)　代表取締役社長
    2001年    3 月 メタルリサイクル(株)（現 リバー(株)）

取締役
    2004年    4 月 (株)メタルワン建材(現 エムエム建材(株))

代表取締役社長
    2008年    4 月 (株)メタルワン　専務執行役員 厚板・鋼管・建

材本部長
    2009年    4 月 同社　代表取締役社長兼CEO
    2015年    9 月 当社　代表取締役社長
    2016年    9 月 HIDAKA SUZUTOKU (Thailand) CO.,LTD. 

Director
    2017年    6 月 サニーメタル(株)　取締役

フェニックスメタル(株)　取締役
    2018年    5 月 当社　代表取締役社長 執行役員 (現任)

－

３
※

やま

山　 
もと

元　 
やす

康　 
お

雄
(1958年10月10日)

    1981年    4 月 三菱商事(株)入社　鉄鋼第一部
    2006年    2 月 MC METAL SERVICE ASIA

(Thailand)CO.,LTD.President
    2009年    11月 (株)メタルワン　自動車鋼材部長
    2012年    4 月 同社　建材・冷鉄源部長
    2013年    4 月 (株)メタルワン建材（現 エムエム建材(株)）　

代表取締役社長
    2014年    4 月 (株)メタルワン　執行役員
    2014年    11月 三井物産メタルワン建材(株)（現 エムエム建材

(株)）　代表取締役社長
    2019年    4 月 同社　代表取締役会長
    2021年    6 月 当社　社長補佐（現任）

－
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所 有 す る
当社の株式数

４
と

戸
 

　 
だ

田
 

　 
ひろ

博
 

　 
し

史
(1951年９月12日)

    1975年    4 月 野村證券(株)　入社
    1991年    6 月 ノムラ・バンク・スイス・リミテッド 社長
    1997年    6 月 野村證券(株)　取締役 金融市場本部担当
    2000年    6 月 同社　専務取締役 インベストメント・

バンキング部門管掌
    2001年    10月 野村ホールディングス(株)　取締役

野村證券(株)　専務取締役 グローバル・
ホールセール部門管掌

    2003年    6 月 野村ホールディングス(株)　取締役・
執行役副社長兼業務執行責任者(COO)
野村證券(株)　取締役・執行役副社長兼
業務執行責任者(COO)

    2008年    4 月 野村證券(株)　執行役副会長
    2010年    7 月 駐ギリシャ共和国特命全権大使
    2014年    6 月 第一三共(株)　社外取締役

郵船ロジスティクス(株)　社外取締役 (現任)
    2019年    9 月 当社　社外取締役 (現任)
    2020年    1 月 日本年金機構　理事 (現任)

－

５
よし

吉
 

　 
の

野
 

　 
よし

佳
 

　 
ひで

秀
（1941年５月17日）

    1960年    8 月 吉野商店（現 ベステラ(株)）入店
    1974年    2 月 ベステラ(株)設立　同社取締役
    1976年    6 月 同社　代表取締役社長
    2020年    4 月 同社　代表取締役会長 （現任）
    2020年    9 月 当社　社外取締役（現任）

10,000株
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所 有 す る
当社の株式数

6
※

あ

阿　 
べ

部　 
みつ

光　 
お

男
（1960年６月29日）

    2016年    3 月 (株)りそな銀行常務執行役員　退任
    2017年    3 月 りそな決済サービス(株)

代表取締役社長　退任
    2017年    4 月 (株)タケエイ　入社　執行役員経営企画本部副

本部長
    2018年    1 月 同社　執行役員営業本部副本部長兼

関連事業部長
    2018年    6 月 同社　取締役　常務執行役員経営企画本部長
    2019年    6 月 同社　代表取締役社長（現任）

(株)T・Vエナジーホールディングス
代表取締役（現任）

    2020年    4 月 (株)T＆Hエコみらい　代表取締役（現任）
    2021年    1 月 (株)TEC武隈　代表取締役（現任）

－

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。
２. 吉野佳秀氏は、当社の大株主であるベステラ(株)の代表取締役会長であります。阿部光男氏は、(株)

タケエイの代表取締役社長であり、当社と同社との間に原材料仕入等の取引関係があります。その他
の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３. 戸田博史氏及び吉野佳秀氏は、社外取締役候補者であります。
４. ⑴ 戸田博史氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、上場企業の経営に携わ

る等、長年にわたって培われた経営者としての豊富な経験と幅広い知見を有しており、当該知見
を活かし当社の経営への助言や適切な監督を行っていただくべく、引き続き社外取締役候補者と
いたしました。

⑵ 吉野佳秀氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、上場企業の経営に携わ
る等、長年にわたって培われた経営者としての豊富な経験と幅広い知見を有しており、当該知見
を活かし当社の経営への助言や適切な監督を行っていただくべく、引き続き社外取締役候補者と
いたしました。

５. 戸田博史氏及び吉野佳秀氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって、戸田博史氏が２年、吉野佳秀氏が１年となります。

６. 当社は、戸田博史氏、吉野佳秀氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合は、両氏と
の当該契約を継続する予定であります。また阿部光男氏の選任が原案どおり承認された場合は、同氏
との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。
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７. 当社は、戸田博史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任
が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

８．当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険(D＆O保険)契約を締結しております。当該保険契約は、被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補するこ
ととしており、保険料は全額会社が負担しております。法令違反の認識がある行為等に起因する損害
は当該保険契約により填補されません。鈴木孝雄氏、松岡直人氏、戸田博史氏及び吉野佳秀氏の再任
が承認された場合、各氏は引き続き当該保険契約の被保険者となり、山元康雄氏及び阿部光男氏の選
任が承認された場合、両氏は当該保険契約の被保険者に含まれることになります。また、当該保険契
約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

なか

中
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
こう

光
 

　
 

　
いち

一
(1963年11月26日)

    1986年    4 月 (株)KGK(現 (株)兼松KGK)　入社
    1987年    4 月 中田屋(株)　入社
    1998年    12月 同社　取締役
    2000年    10月 那須中田屋(株)(現NNY(株))取締役
    2001年    12月 中田屋(株)　代表取締役副社長
    2002年    12月 フェニックスメタル(株)　取締役
    2003年    2 月 イツモ(株)　代表取締役社長
    2003年    4 月 中田屋(株)　代表取締役社長
    2004年    6 月 Green Metals, Inc.(米国ケンタッキー州) 出向
    2006年    11月 (株)鈴徳（現 リバー(株)）　執行役員管理担当
    2008年    5 月 (株)新生（現 リバー(株)）　代表取締役社長
    2013年    9 月 当社　取締役
    2014年    7 月 HIDAKA SUZUTOKU (Thailand) CO., LTD. 

President
    2016年    9 月 同社　Director (現任)
    2016年    10月 当社　執行役員 内部監査室室長
    2017年    9 月 当社　取締役管理部部長
    2018年    5 月 当社　取締役 執行役員 (現任)
    2018年    9 月 フェニックスメタル(株)　取締役

サニーメタル(株)　取締役

410,600株

第３号議案 監査役1名選任の件
　監査役森健一氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠として監査役1名の選任
をお願いいたしたいと存じます。なお、補欠として選任する監査役の任期は、当社定款の定めによ
り、退任する監査役の任期の満了する時までとなります。また、本議案に関しましては、監査役会の
同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者は、新任の監査役候補者であります。
２. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、中田光一氏が選任された場合は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする予定であります。

－ 45 －



４．当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険（D＆O保険）契約を締結しております。当該保険契約は、被保険者がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補する
こととしており、保険料は全額会社が負担しております。法令違反の認識がある行為等に起因する損
害は当該保険契約により填補されません。中田光一氏の選任が承認された場合、同氏は当該保険契約
の被保険者に含まれることになります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新
を予定しております。
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名 称 有限責任 あずさ監査法人
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

東京都新宿区津久戸町１番２号

沿 革

    1985年    7 月 監査法人朝日新和会計社設立
    1993年    10月 井上斎藤英和監査法人と合併し、名称を朝日監査法人とする
    2001年    1 月 あずさ監査法人と合併し、名称をあずさ監査法人とする
    2010年    7 月 有限責任監査法人へ移行し、名称を「有限責任 あずさ監査法人」とする

監 査 関 与
会 社 数

3,678社

資 本 金 3,000百万円

構 成 人 員

公認会計士 3,085名 （代表社員28名、社員510名）
会計士試験合格者 1,271名
監査補助職員 1,077名 （特定社員34名、うち代表社員１名）
その他職員 749名
合　計 6,182名

第４号議案 会計監査人選任の件
　当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により
退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2021年4月30日現在）

（注）　監査役会が有限責任あずさ監査法人を会計監査人候補とした理由は、同監査法人が共同持株会社の
会計監査人に求められる専門性、独立性及び内部管理体制等を有しており、適任であると判断した
ためであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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交通　地下鉄丸ノ内線・半蔵門線・千代田線・東西線・都営三田線
大手町駅 Ａ４・Ｅ１出口直結
◆当日ご来場の際には、公共交通機関をご利用ください。会場へのお車でのご来場は、
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
◆当日の受付開始時刻は午前９時30分を予定しております。

＜新型コロナウイルス感染症「COVID-19」に関するお知らせ＞
　今後の新型コロナウイルス感染症の拡大状況次第では、株主の皆様の安全を第一に考え、本総会の運営を変更する場
合がございます。運営に変更が生じた際には、当社ウェブサイトに掲載いたします。株主総会にご出席される株主様
は、総会開催時点でのご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいま
すようお願い申しあげます。


